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会議録 令和 6年 1 月 30 日(火) 場 所 3 階 第 5 研修室

会 議 名：第 8回総務・経済常任委員会

出席委員：安齋委員長、竹田副委員長、平野委員、東出委員、廣瀬委員、新井田委員

相澤委員、吉田委員、又地委員

欠席委員：なし

会議時間 午前 9時 30 分～午前 11 時 27 分

事 務 局 片 桐、福 田

開 会

１．委員長挨拶

安齋委員長 ただいまから、第 8回総務・経済常任委員会を開会いたします。

ただいまの出席委員は 9名でございます。

よって、委員会条例第 14 条の規定による委員会定足数に達しておりますので、会議は成

立いたしました。

ただちに本日の会議を開きます。

本日の会議次第は、別紙配付のとおりでございます。よろしくお願いいたします。

皆さん、おはようございます。

年度末に近づきまして、忙しい中お集まりいただきまして、ありがとうございます。

このあといろいろと差し迫ったものがあって、気ぜわしいところもあるとは思いますけ

れども、なんとか進めていきたいなというふうに思います。

２．調査事項

＜税務課＞

・各種税徴収状況について

安齋委員長 それでは早速、調査事項に入りたいと思います。

まず、税務課のほうから各種税徴収状況についてということで、お願いをいたします。

阿部課長。

阿部税務課長 それでは、税務課の阿部です。よろしくお願いします。

それでは、各種税徴収状況についてご説明いたします。

2ページをお開き願います。

各種税徴収状況表（令和 5年 12 月末時点）になります。

税目ごとの調定済額、収入済額は記載のとおりとなっておりまして、上段が本年、下段
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が前年の 12 月末時点となっております。

税目ごとの前年比、表で言えば右端の（Ｌ）欄があるものについて、ご説明いたします。

1.個人町民税についてです。

ここでは、本年収入済額計ということで、Ｆ欄をご覧いただきたいと思います。

8,913 万 9,453 円ということで、収納率計（Ｋ）欄については、61 ％となってございま

す。

前年比、右端の（Ｌ）欄は、0.9 ポイント減となってございます。

表の下に記載してございます現状分析では、個人町民税の滞納繰越分の収納率の前年比

減については、昨年は機構移管者の滞納繰越分の収入が増加したことが主な要因となって

ございます。

次に 3.固定資産税ですが、本年収入済額計（Ｆ）欄は 2億 7,528 万 628 円、収納率計（Ｋ）

欄については 95.4 ％、前年比では 0.5 ポイント増となってございます。

これについても現状分析では、固定資産税の合計収納率の前年比増については、滞納繰

越分収入が増加したことが主な要因となってございます。

次に 6番、軽自動車税種別割です。

本年収入済額計（Ｆ）欄は 1,065 万 6,629 円、収納率計の（Ｋ）欄については 97.5 ％、

前年比では 0.4 ポイント増となってございます。

これについても現状分析では、軽自動車税種別割の滞納繰越分の収納率の前年比減につ

いては、滞納繰越分収入が減少したことが主な要因となってございます。

次に、旧国保税です。

本年収入済額計（Ｆ）欄は 6,676 万 5,386 円、収納率計（Ｋ）欄は 60 ％、前年比は 1.7

ポイント増となってございます。

国保税の現状分析については、合計収納率の前年比増については、滞納繰越分調定額が

前年より減少したことが主な要因となってございます。

次に、町税合計としましては、本年収入済額計の（Ｆ）欄は 5 億 1,045 万 6,238 円、収

納率計（Ｋ）欄については 81.6 ％で、前年比については 0.6 ポイント増となってございま

す。

一番下に記載してございます、今後の取り組みについてでございます。

引き続き、徴収率の維持・向上のため催告や差押えを行い、滞納整理の早期着手と滞納

処分を進めることとしてございます。

また、コンビニ納付やスマホ決済納付など、納付の選択肢が増えたことの周知を継続し

てまいります。以上でございます。

安齋委員長 税務課による説明が終わりました。

皆さんのほうからなにかございますか。

平野委員。

平野委員 平野です。

税務課の総務・経済常任委員会の調査については、これまでほぼなく昨年 1回開催して、

毎年開催しようかということでこのような調査、12 月時点の報告をいただきました。

このあり方については、委員長なり事務局に申し上げる部分なんですけれども、まず今

回の資料を作るにあたり、例えば毎年毎年税務課の徴収率については向上していて、決算
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でも良い報告と言いますか我々も評価をしている年が続いております。

また、企業会計であれば半期ごとに上半期の状況ということで調査しております。

今回、たまたま常任委員会の開催が 1 月ということで、12 月末時点の状況表ということ

なんですけれども、またこれが 1 年のうちの 9 か月分ということで作っていただいたわけ

ですが、これ毎月このような徴収状況表っていうのを作られているんでしょうか。それと

も、今回の常任委員会に向けて改めてこのような表を作られたのでしょうか。ちょっと事

務的な部分なんですけれども、伺っておきたいと思います。

安齋委員長 山下主査。

山下主査 ただいまのご質問なんですが、税務のほうでは毎月徴収率の表は作っておりま

す。当然、財務会計のほうの数字と基幹システムの収納を管理しているシステムのほうと

数字ももちろん調定額・収入額も突合しなければなりませんし、毎月収納率の状況を各税

の担当にも認識してもらうということもありますので、毎月日々徴収率のほうは把握して

おる状況です。

安齋委員長 ほかございますか。

新井田委員。

新井田委員 新井田でございます。

日々、税回収に関しては大変ご尽力いただいて、特に滞納に関してはいろんな部分で力

をいただいてこういう状況になっているというふうに感じております。

数字は別としてちょっと聞きたいのは、いわゆる我が町のこの自然死におけるいわゆる

町民税における影響っていうか、どの程度毎年減になっているか、その辺のなにか分析さ

れているのであればお聞かせ願いたいんですけれども。概ね 100 人とか、年齢差は当然あ

ると思うんですけれども、そういう中でどの程度減収っていうかそういうなっているか参

考までにお聞かせいただきたいと思います。

安齋委員長 山下主査。

山下主査 新井田委員のご質問なんですが、年齢もだんだん上がってきていますので、い

ままで所得割もかかっていたかたが均等割しかかからなくなったとか、年金だけの収入に

なったということもありますので、納税義務者数的には個人住民税も年々減っております。

今年度の予算ベースで比較しますとだいたい 50 人前後が少なくはなっているんですが、

当然その時の事業収入とかの関係もありますので、必ずしも年齢が上がって人口が減って

いるっていうことだけの要因ではなくというところでこちらのほうでは把握しております。

安齋委員長 新井田委員。

新井田委員 だいたいわかりました。金額ベースっていうかいま言ったように、毎年の状

況は当然違うんでしょうけれども、概ね平均した場合、どの程度だって金額ベースでもし

わかるのであれば、ざっくりでいいんですけれどもお知らせ願いたいです。

安齋委員長 阿部課長。

阿部税務課長 例えば町民税であれば令和 5 年の 12 月末時点では、1 億 3,700 万というこ

とであったものが、ただ令和 4 年の 12 月、1 年前であれば 1 億 4,098 万ということで、た

いだい前年比とすれば 320 万程度減となってございます。それが全部自然死が影響してと

いうことではないですけれども、それも影響している数字となってございます。

安齋委員長 ほか。
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竹田副委員長。

竹田副委員長 人口減少が続く中でこの収納率、この表から見れば前年比アップになって

いるっていう税務の努力なのかなっていうふうに思います。

ただ前段、課長のほうから説明を受けた時に要因とすれば滞繰だとか、人口が例えば去

年より何人減になってっていうそういう要素がなかったのかっていう部分。例えば国保税、

税額例えば収納率含めてアップになっているんだけれども、これがやはり国保の加入者が

増えた要素があるのか、例えば横ばいなのかどうなのかっていうそういう一つのデータも

示してもらえれば我々、加入者は同じだけれども増えているっていうことは、やはり効果

っていうか。人数が加入者が増えてきて税額なり収納率が上がったっていうのであればど

うなんだろうっていう部分もあるし、せっかくここの後段の部分にも滞納整理機構、これ

の効果がどうだったのかっていうのもせっかくこういう数字の資料作っていますから、そ

のうちの整理機構ではこれだけの効果があったんだっていう部分もやはり示すべきじゃな

いかっていうふうに思うんですけれども、その辺についてちょっと。

安齋委員長 阿部課長。

阿部税務課長 ただいまご質問ありました前年比で例えば国保税についてですけれども、

機構のこともあるんですがその前段で、納付方法が令和 5 年の 4 月からＱＲコードが使え

るようになったっていうことを決算の時もご説明していたかと思うんですが、ＱＲコード

で支払ができることになって、全国統一で例えばどこの銀行でも払えることになったこと

で、町のほうに収納になるタイミングが 2 週間くらい実際のところ遅れてきております。

それでいままでであれば 12 月に収納になったものが 12 月時点で実績として示せたもの

が例えばそういうものが 1 月の 15 日くらいになってはじめて入金ということで、その分の

差額とかも実際ございまして、30 万ほどございまして、そういうのも実際のところは影響

はあります。

さらにいま収納率が増えていることについての要因についてでございますけれども、滞

納整理機構の確かにいくら収納っていうことが整理機構でいくら効果があったっていう説

明はいままでなかったと思いますので、その辺は今後の資料の時に、決算の時には去年度

の滞納整理機構の数字は示しているんですけれども、いま時点の滞納整理機構の数字って

いうのはまだ集約しておりませんので、そこは決算の時にご説明したいなと思っておりま

す。

国保税の世帯数ですとか被保険者数についてでございます。

実際、前年比と比較しますと世帯数でも 12 月末時点での比較では、40 世帯減っていま

す。増えているのではなくて、被保険者数の 52 名ほど減っておりまして、実際は減ってい

るけれども収納率は上がっているというような現象でございます。有料である納付書含め

て、異常に増えているというふうに解釈していただいてもよろしいかと思います。以上で

す。

安齋委員長 ほかございますか。

（「なし」と呼ぶ声あり）

安齋委員長 それではないようですので、税務課の調査のほうを終了いたします。

税務課の皆さん、お疲れ様でした。

暫時、休憩をいたします。
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休憩 午前 9時 48 分

再開 午前 9時 51 分

＜総務課＞

・自主防災組織の設立状況について

安齋委員長 休憩を解き、会議を再開いたします。

それでは、総務課について調査のほうを行いたいと思います。

3点ほどありますので順次、説明のほうをお願いいたします。

幅崎課長。

幅崎総務課長 皆さん、おはようございます。

総務課の項目について、説明させていただきます。

1番目の自主防災組織の設立状況についてでございます。

資料の 2ページをお開きください。

まず（1）番、設立済の町内会につきましては、3町内会で、佐女川町内会、札苅町内会、

泉沢町内会でございます。

（2）番、令和 6年度に結成予定の町内会、現在 5町内会ほど伺っております。

ただ、札苅町内会あるいは泉沢町内会のようなしっかりとした組織計画ではなくて、有

事の際の避難場所だとかあるいはいろんな備蓄品だとかに関する決まり事、これらを口頭

で伝達するなどそういった簡易な形式のものも含んでございます。

（3）番、令和 7 年度以降、若しくは現在まだ未定だという町内会が 17 町内会になって

おります。

また、聞き取りをする中で特に農地地区のほうでは、結成の必要性・緊急性はないので

はないかというような意見もいただいております。

緊急時に例えば大雨だとかそういった時に無理して家から出て途中で道中、事故に遭う

よりもまずは自宅で近所で寄り合って避難していたほうが安全だというような意見もござ

いました。

（4）番、防災訓練や備蓄品等の確保の啓発状況でございます。

こちらも聞き取りをする中で、自主防災組織の結成までは至っていないんですが、総会

あるいは役員会、町内会単位で集まる時に様々な啓発を行っていることと、回覧だとかで

周知をしているという町内会がございました。

また、令和 5 年度にはうちの防災担当職員を講師としてハザードマップの説明会だとか

行っていただいた町内会もございます。

（5）番、諸課題等でございます。

このたびの聞き取りのほか、普段から町内会長さん、あるいは役員さんからの意見を伺

う中で、出されている課題等について何点か掲載してございます。

まず、令和 4 年の秋口の町内会連合会のほうで、自主防災組織の結成については、町連

の会長さんからもお願いをしていたところ、ほとんどの町内会さんから合意をいただいて

おります。ただこの間、コロナ禍もあって総会だとかそういった役員会の集まりがなかな

かできなかったということで、消極的なのではなくてちょっとそういった事情があって、
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結成には至っていないという意見をいただいております。

また、コロナ禍にも関係するんですが、町内会の活動自体が以前より数年前よりだいぶ

活動が少なくなってきているということで、普段の事業もなかなか展開できない中で、新

たななにか新しい取り組みというのが負担に感じるので、ちょっと身構えているというよ

うな意見もございました。

また、要支援者と助ける人、救護者を事前に決めたとしても、いつ起こるかわからない

ので、例えば仕事をしている人が町内にいなければ助けることができないですし、そうい

った取り決めをしてもいざという時に変わる可能性があるので決めていませんというかた

もいらっしゃいました。

また反面、そういった組織結成有無に関わらず、普段から誰が誰を連れて行くだとかそ

ういった決め事を定めていなかったとしてもご近所さん同士、普段から助け合いの意識が

あるので、いざという時には助ける体制ができていますというような意見も伺っておりま

す。

以上、簡単ですが 5 点ほど自主防災組織に関しての進捗状況を説明させていただきまし

た。ご審議のほどよろしくお願いします。

安齋委員長 自主防災組織の設立状況についてということで、説明がありました。

皆さんからなにかありますか。

平野委員。

平野委員 自主防災組織については、もう何年にもわたり町内会に依頼して、この確立を

町が補助するという形で取り組んできましたが、実際のところなかなか設立が進まない、

あるいは進んでいてもあくまで簡易的なものであると。実際には不必要な地域もあるとい

うようなこの記載なんですけれども、これは町内会がここに書いてあるように、人口減少

により町内会活動も厳しい、高齢化も進んでいる、町内会で自主防災組織の確立について

は、ほぼほぼの町内会が難しいというのは以前から申し上げていたとおり、その結果どお

りになったと。このような結果を受けて、要は町がどこまで自主防災組織の確立に力入れ

をするかということにかかっていると思うんです。これを見る限りでは、どこか人ごとの

ようにも感じるような記載もありますし、この木古内が本当に自主防災組織の確立に力を

入れているのかなとはとてもとても思えない 1 ページでした。そのことを聞いたところで

明確な答えは出てこないと思いますが、1 個ずつ何点かについて分けてまず聞きたいと思

いますけれども、例えば個人によってはもちろん考え方違いますけれども、農地地区の結

成の必要性はない。それは、状況と場合によっては雨だと外に出たら危険だっていう実例

もあるでしょうけれども、例えば冬の豪雪でしたり停電でしたり、様々なことで避難をし

なければならないという想定もできると思うんですけれども、そう考えた時にやはり組織

の設立がなければ、先ほど個人的には誰かを助けに行くよという意識はあるっていうのは、

それはどこのどういうデータを集めて、全町民に網羅されているのかっていうこともない

ですし、確かにそういう考えのかたもいらっしゃいますよ。自分の親戚のあの人とあの人

だけは助けて、まず山に行こうだとか避難しよう。でも全ての人に網羅、間違いなくされ

ていないですよね。それらの内容を受けて今後のまず町としてはどのように推進していく

のか、あるいはもう一歩・もう二歩手を差し伸べて、自主防災の設立に進めていくのか。

あるいは、このままもう各町内会に任せて町は見守るっていうだけに徹するのか。その



- 7 -

辺の全体バランスと言いますか、町の考え方をお聞かせいただきたいと思います。

安齋委員長 幅崎課長。

幅崎総務課長 平野委員のご質問にお答えいたします。

町がどう支援するかという具体策についても、これまでもいろんな取り組みをしてきて

いる中で、皆さん集まる時には例えば先ほど言った町連の研修会だとか、その場では皆さ

ん前向きにお答えしていただいているんですが、実際に町内会単位で役員さん達と本音の

話をすると、そうは言ったもののという話が出てきて、なかなか進まない状況なんですが、

町のほうでどういった支援ができるかということにつきましては、例えば名簿だとかそう

いった作成に関して、パソコンだとか持っていないかたについては、役場の職員がいくら

でも応援しますからというような声がけをして、好意的に受け止めてもらっています。

ただ、そう言いながら先ほどコロナを理由にするわけではないですけれども、町内会の

集まり自体がだいぶ減っているんだと。その中で、やはり新たな取り組みは難しいんです

という話を受けた時に、こちらからそうは言ってもなんとか作ってくれと。強制的な意味

合いにとられると嫌なので、なるべく煙たがられないぐらいになんとかお願いしますとい

う駆け引きもしながらお願いしているところです。ここについては、皆さん町内会の役員

をされているかた議員さん多いので、重々そのあたりはご理解されている上だと思います。

ただ、ほかの町で結成状況がかなり高いところもありますので、そういったところから

いろんな情報を仕入れながら粘り強く進めていくというそういった考え方を示すことしか、

いまの段階ではできません。よろしくお願いします。

安齋委員長 平野委員。

平野委員 粘り強くこのあともと言いますけれども、ますます人口減少が進んでいく、町

内会活動も衰退していく、以前から言うようにやはり町内会での自主防災の設立、全町に

網羅するっていうのは無理です。無理だと私は思います。ですので、ダメ出しばっかりで

申し訳ないんですけれども、例えば泉沢だとか札苅は町内会がしっかりしているって言い

方したらあれですけれども、自主防災組織を結成して、実際避難訓練等々をやった際には、

本当に行政も人数も進行の仕方も全て協力していただいて大変感謝はしています。

ただ、できている部分の話はそれでいいんですけれども、できていない部分の話につい

ては先ほども申し上げたとおり、今後もしっかりできていくという目処はほぼないと思い

ます。以前より提案しているこれが町内会ごとがいいのか、地区ごとがいいのか、そこは

どこで仕切りをつけるかっていうのは考え方による思うんですけれども、やはり町の職員

が自主防災の部分については、それぞれのまず町内会とすれば、町内会単位に一人ずつ配

置をして、その確立を作っていただくと。これは、以前副町長からも前向きなお言葉をい

ただいた時期もあったと思うんですけれども、そこの部分については結果、進んでいない

現状。私は、それ以外に方法はないと思うんです。粘り強く進めても残念ながら幅崎課長

の思うような進行にはならないと思います、実際。どうですか、職員の配置についても含

めて、いかがでしょうか。

安齋委員長 幅崎課長。

幅崎総務課長 いま、平野委員さんから行政が粘り強く動いたとしてもなかなか進まない

であろうという厳しいお言葉を頂戴しました。ただ、そう言いながらもこの間、聞き取り

をする中で例えば緑町町内会さんですか、そこではまだ話し合いはしていないものの、先
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ほど平野委員が言った町内会単位がいいのか、地域ごとがいいのかということで、町連の

工藤会長からも小さい町内会については、町内会だけにこだわらず隣の近隣の町内会と連

携して、枠を超えて助け合いをしてほしいということでお願いをしたところ、快い返事を

いただいております。吉田さんのほうです。近隣の今後、町内会と連携する段取りを進め

たいというふうに大変前向きな発言もいただいているところです。なので、決してここ 1

年の間にかなり設立がグッと高まるというふうには思っておりませんが、先ほども申し上

げたとおり、少しずつ前に進んでいくものと考えております。

また先日、町内会の中でも大きめな港町内会のほうでもきょう欠席されていますけれど

も、又地議長のほうからうちの港町内会でもぜひほかの町内会の見本になるようなまずた

たき台を作っていきたいということで、町内会の皆さん総会の場で公言しておりますので、

そういったことも含めれば歩みは遅いものの、決して進んでいかないというものではない

というふうに理解をしております。

またもう 1 点、職員の町内会の配置ですが、この話も相当以前からいろんな場でそうい

った議論をされているかと思います。たびたび聞くんですけれども、実際にうちのほうで

職員あるいは消防署員も含めたＯＢも含めて、どれくらい町内会に配置されているかと。

25 町内会のうち、ほぼ 7 割・8 割は実際に現職ではなくて、元職員も含めれば相当数関

わっているという実績もありますので、決して職員が全ての町内会にほとんどいないんじ

ゃないかというようなそこは考え方を見直していただきたいなというふうに思っておりま

す。以上です。

安齋委員長 平野委員。

平野委員 このような自主防災組織はなんのために作るかと言うと、大災害の際に一人で

も多くの命を守るという観点から、今回の能登半島沖地震でもまさに東日本大震災の教訓

が活かされていないという様々な諸課題がまだ全ての全体像は見えていない部分も多いと

思うんですけれども、いつ起こるかわからないことに対して例えばいくら高台を作るだと

か、大きなお金をかけて作ることはそれはすぐにできないことはあるにしても、その名簿

でしたりわずか 4,000 人弱の町で誰を助けなければいけないっていうリストは、そう時間

かからずにできると思うんです。おっしゃるように設立されている町内会数は増えており

ますが、これが全体の例えば 3 割になりました、ことしは 5 割になりました、来年は 6 割

になりました。これ 10 割にならないと意味ないんですよ。ですので、職員は 7 割・8 割配

置していると。ＯＢも含めて一生懸命、要は設立に向けて動ける方々が入ってくれている

という認識だと思うんですけれども、入られていないところはじゃあどうするんですかと。

実際、組織の設立までいかなくても弱者を守る取り組みができていない町内会、その部

分はどうするんですかということを聞いているんですね。これがそれぞれの地域のみなら

ず、もう 4,000 人の人口でいまのデータをもとに全ての助けるかたを町が把握していて、

それらをデータ化しているのかどうなのか。町内会ごとにやらなくても全町網羅して、名

簿の作成等々はできると思うんですけれども、実際個別にあたってじゃあこのかたは町内

会は動いていないしどうするかだとか、そういう具体的な進みもできると思うんですけれ

ども。そういう観点から言いたいのは、要は全ての 100 ％のかたが対象にならなければ意

味がないと私は思っておりますので、いかがでしょうかその辺。

安齋委員長 幅崎課長。
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幅崎総務課長 一応いまの質問の確認だったんですが、平野委員がおっしゃるリストとい

うのは、要支援者のリストなのか、それとも全ての町内会の、要支援者の。

要支援者の名簿につきましては、保健福祉課のほうで作成しております、介護度だとか

あるいは認知症の症状が現れている町民のかたのリストを持ってございます。それは、う

ちの防災のほうでも共有しているんですが、有事の際にはそういった情報を防災対策に使

えるという法律がありますので、そういった場合にはそういった名簿を活かすように考え

ておりますが、平時の段階からこちらからそのまま情報を出すというようなことはしてお

りません。この点につきましては、ほかの町でそういった情報提供をしている先進自治体

があるんですが、やはりいろいろほかの個人情報保護法だとかそういった面からの配慮も

必要ですので、いますぐ具体的に名簿を提供というところまで至っておりませんが、今後

前向きに取り組んでいきたいというふうに考えております。

また、先ほど職員が 8 割配置されているということについて、配置されていないところ

はどうするんだというような話もいただきましたが、町民課のほうで町内会のほうに町連

のアンケートを実施しております。実際に皆さん、各町内会に職員が必要だと言いますけ

れども、実際の町内会の声を聞くと、実際に職員が確かに張り付いているところと張り付

いていないところについては、別に職員そこまでいても特にやってもらうことないので、

特に求めていませんという声もあるので、若干そのあたり平野委員の思っている部分と各

町内会の意識というのは若干相違があるのかなというふうに思いますので、今後もそうい

った声があれば町内会に職員配置にこだわらず、いろんな様々な支援を行っていきたいと

いうふうに考えております。

安齋委員長 平野委員。

平野委員 まず 2 点に分けて質問しますけれども、個人の名簿を流してくれって話じゃな

いんです。設立されていない地域に弱者がいるかどうかを町が把握して、設立していない

地域には町内会でそのかたを助けられないわけだから、じゃあどこの職員が助けられるも

のなのか、そうでなければどうするのかっていう取り組みをしなければいけないという意

味です。それで把握しているんですか、把握しているってことですので、全ての要は避難

できない方々をどう網羅するか。それがこの設立の目的ですよね。いま設立できていない

ところは、すでにそのかたを助けるための策を町がとらなければならないんじゃないです

か。そのことを言っているんです。

それと、職員に私こだわっているばっかりではなくて、自主防災を設立するために町が

しっかりと主導するっていう意味で言っているんです。例えば職員いないけれどもどうで

すかって、そのアンケートをとりました。それがいないところが何件で、そのうちのいく

らの回答がきたのかっていうしっかりとしたデータはわかりませんけれども、例えばそう

いうふうにいりませんよって言ったところは、自主防災の進捗ってどうなんですか。さほ

ど町内会活動はあまり一生懸命やりたくないから、職員に来られてまた忙しくなれば困る

からっていう思いからのいりませんっていう返答かもしれませんし、その辺はしっかりと

内容を聞いていないのでわかりませんけれども、とにかく設立していないところに設立す

るために促すために職員が、それが職員がいいのか職員じゃなくても町内会からしっかり

できている他の町内会のかたがいいのかは、どれが答えかわかりませんけれども、設立す

るために町がしっかりと促すっていう意味で言っているんですけれども、意味わかります
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か。もう一度お願いします。

安齋委員長 幅崎課長。

幅崎総務課長 再質問なんですが、行政側から説明できることは、先ほどの繰り返しにな

ります。やはりどんな問題があろうとも先ほど申し上げたとおり、強制するものではなく

て、あくまで文字どおり自主防災なので、町連の会長からも何度も同じ説明をしておりま

す。行政が主導だとかそういうことではなくて、やはり自ら意識を持ってやってもらわな

いとこれは前に進まないんだという話で、実際職員が頭数 70 人ぐらい役場の職員で、それ

が町内全域をカバーできるかと言うと、これどうやっても無理な話なので。また、大きな

災害の時には消防署ですら緊急車両を走行できないので、消防のほうについてもそういっ

た時には救助ではなくて、まずは緊急車両の避難が最優先ということで、そのあともしば

らくは活動できないという状況がある中で、じゃあ地域でなにができるかと言うとなると

やはり自らの地域の近場で、動ける人が動くしかないと。これは、もう誰が言うとかそう

いうことではなくて、皆さん自らそういったことを十分把握されて、普段から考えなけれ

ばならないというふうに考えております。

後段の質問については、また繰り返しになりますけれども、やはりそういった諸課題を

少しずつ丁寧に一つずつ解決していくしかない、粘り強く行動していくしかないというふ

うに考えております。

安齋委員長 これ以上やっても明確なものは返ってこないでしょうし、それ以上のことに

ついては、これからやっていかなければならないことでしょうし。

（「休憩」と呼ぶ声あり）

安齋委員長 暫時、休憩をいたします。

休憩 午前 10 時 16 分

再開 午前 10 時 21 分

安齋委員長 休憩を解き、会議を再開いたします。

新井田委員。

新井田委員 新井田でございます。

いま概ね平野委員からの話と重複するかもしれません。考えとすれば、私も平野委員と

概ね似てはしているんですけれども、ただこの自主防災、そもそもこの自主防災組織の意

味っていうか、これ私も当時令和 4 年ですよね。連合会の会議に参加して、これはやはり

必要だなとそんなふうに思ったし、まさに千島海溝・日本海溝、あの時の地震のあり方だ

とか被害のあり方だとかいろんな想定の中で、これは絶対必要なものだとそういう思いで、

泉沢地区はお陰様で去年立ち上げできました。そもそもやはりこの意味合いっていうのは、

地震であろうが津波であろうが台風であろうが水害であろうが、総じてやはり人の人命を

守るってことですよね。これがまず根底にあるわけですよ。やはり行政のあり方は、もう

私の持論は何回も事あるごとに言ってきたんですけれども、やはり行政の有事の際には概

ね機能していないと、私の持論は、大変申し訳ない言い方だけれども。だからそういう意

味では、自主防災っていうのはやはり各地区の事情・諸事情をわかった中での対応、それ

が 100 ％じゃなくてもこれはやはり進めていかなければならない、そんな思いで立ち上げ
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てきました。平野委員にも重責を担ってもらっているんですけれども、そういう中でいく

と先ほどやはり課長のほうから、課長は事務局として大変ご尽力いただいて、大変ないろ

んな答弁もしなきゃいけないんだろうけれども、やはり先ほど課長から言われたようなこ

との中で、やはりどうしても前に一歩進んでお話できない部分もあるんだという内容もい

ただきました。そうではあるんだろうけれども、そもそもこの意味っていうのは、やはり

そういう言いづらいことも言っていかなきゃならないっていうことだと思うんですよ。そ

うでないとこれもう本当に足踏み状態で、そういう中でいつの間にか人の命だとか安心安

全を守れないっていうようなことにつながるんじゃないかと思うんです。これとっても大

事なことだと思うんですよ。ですから、いろんなここに課題だとかありますけれども、こ

れはこれとしてそのとおりだと思うんです。だけれども、やはり行政の立場あるいは町内

会の立場、あるいは連合会の立場っていう部分で分散していけば、それは各々やはり立場

があるわけですから、それを行政が主導するっていうことでないんだろうけれども、こう

いう場で要は地区地区で頑張っていこうねと。もっともっとやはりこういう話を盛り上げ

て、もう一地区でも二地区でもこういう自主防災組織に向かって頑張るっていう、もしそ

ういうことでやはり行政の力もないとだめだと思うんです。その地区地区だけで、いま言

ったようにこれ見ると農地なんかは大変失礼な言い方だけれども、あまり水害以外ってい

うのは考えられない、山崩れだとか土砂崩れだとかってあるんでしょうけれども、ただ海

のほうはやはり津波だとかなんとかっていうことになったら、もう 1,000 人規模でここは

被害出るんだよっていうぐらいの話になっているわけですから、そういう部分でいくと非

常にこの自主防災っていうのは、いろんな問題・諸課題があると思うんです、これには。

だけれども、やはり行政の立場でどうするんだとか、連合会の立場でどうするんだとか

っていうそういうふうにしていかないと私はだめだと思うんですよ。それでないと人の言

うことだけ聞いて、「ああそうですか、それじゃあだめですよね」とかっていうそんな後ず

さりするようなことではだめだと思うし、決して事務局としてもそういう考えではないの

はわかる。だけれども、いまのこの報告でいけばその辺はちょっと感ずる部分もあるので、

やはり連合会の会長工藤さんともうちょっと話し合いの中で、各町内会にどうやったら働

きかける、もっともっと具体的な言い方で、そして一地区でも二地区でも早急に巻き込ん

でいくというようなそういうお話をぜひ進めてもらいたいし、そういうふうな傾向でいっ

ているっていうようなことだと思うんですけれども、これは私の意見でいま言ったように

諸課題はたくさんあると思います。だけれども、やはり地域の人方が委員長から言われた

ように、地域はそういう隣近所しかわからないということなんだけれども、それはそれで

いいと思うんですよ。だけれども、助ける人だとかそういうものはある程度把握しておか

ないとこれだめだと思うので、人の命に関わるっていうことですから、やはりその辺はも

うちょっと前向きに、人から言われて「そうですか」じゃなくて、もっともっと説得する

ためのそういう方向で考えてもらいたいです。これは私の考えですから、事務局としては

どうなのかっていう部分はいいです。私の考えということで収めてください。以上です。

安齋委員長 ほかに聞いておきたいことはありますか。

竹田副委員長。

竹田副委員長 いろいろ議論されていますけれども私もやはり自主防災、課長の説明から

いけば当然自ら組織を立ち上げるっていう一つのものです。当初、自主防災の話を函館市
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の町内会が来てその説明を受けた時、大変良い助け合いの精神だなっていうようなことで、

我が町内もっていうようなことで今日に至っています。

それで昨年、町内会の名簿を町のほうからいただいて、いま資料作りしています。この

人は例えば歩行ができない、いろんな個々の状況があって、いま今度助けるほうの部分が

34 戸の小さな町内会とすれば大変なんですよ。一町内会とすれば役員のなり手がない、人

出がないっていうのは、小さな町内会からすれば実態なんですよ。そこでやはり前段、平

野委員が言った職員の支援っていうかそれが出てくるのかなっていうふうに思っています。

今回のこの資料の例えば 5 番のその他の救済時に不在になるだとかってそんなのは当た

り前の話だと思っています。いろんな生身の人間ですから毎日家にいるのかどうなのかっ

ていうのは、通常いる人でも体調が悪くて病院に入っただとかいろんな、あの人充てにし

ていたけれどっていう実態は当然出ると思う。ですから、そこをやはり自主防災、これい

つまでたっても全部の町内会に立ち上がるっていうのは難しいのかなっていうふうに思っ

ています。

それで、自主防災っていう名称、組織じゃなく町内会の例えば名称はいろいろ災害時の

助け合い組織だとかっていうことで、それを例えば行政が立ち上がらない町内についての

実態。例えばどういう互助・共助のどのくらいの割合なんだっていうことを把握する中で、

やはり全町民が安心安全っていうか、災害時の避難がスムーズにいくっていうそういう体

制を作らなきゃだめだと思う。ですから、自主防災の立ち上げについてもある程度時限を

切って、いつまでに例えば組織化できないところについては、こういう方法でいきましょ

うっていうそういう部分もこれから検討しなきゃならないのかなっていうふうに思ってい

ます。だから、いま前浜町内会で 34 戸でいろいろ工面しているけれども、なかなか今度救

助するスタッフが少ないんですよ。それと、そのスタッフがずっとそこにいればいいけれ

ども、転居したりだとか例えば要支援しなきゃならない人も去年までは歩けたけれども、

ことしになったら歩けなくなったとかって毎年調査をしなきゃならないんですよね。そう

いうのも役員会の中で話題になって、立ち上げたら大変だよっていうところまでの議論な

んです。ですから、やはりやらなきゃならないっていうことでいま前向きにそういう資料

作りをしているところなんですけれども、ただやはり足りない部分の手助けを行政がして

くれるっていうふうにはならないとは思うんですけれども、それがなければ助けられない

んですよね。そういう実態だということを含めて、今後の自主防災のあり方、互助ってい

うか避難誘導のあり方をもう少しやはり行政もそうだし我々も検討・研究しなきゃならな

いのかなっていうふうに思っています。実態だけをまず話しておきます。

安齋委員長 ほかよろしいですか。

東出委員。

東出委員 だいぶ時間も経過していますので、簡潔にいきたいと思います。

私自身も鶴岡町内会という町内会を持っていまして、実際 55 戸、そしてもうどこの町内

会も同じだと思うんだけれども、独居老人が多いんですよ。やはり町内会を預かる一人と

して、やはり我々町内会の会長さんの意識改革もしていかなきゃならないなというふうに

いま議論をやった中で感じました。ということは、55 戸の責任者としてやはり我々が「あ

あそうだな、もうちょっとやはり有事の際にはどうしたらいいのか」という部分からいく

と、やはり大変頭の痛い、そして自分にズシンときているんですよ、現時点では。だから
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やはり、その辺はうちら特にあれなんですけれども、これ一例として言えば消防団員さん

いますよね。団員さんにはもしかなにかあった時には、みんな手分けしてなんとかやろう

という話はしています。それから、婦人消防隊については、やはり独居老人の見廻りって

いう作業もさせています。だから、やはりこの辺でこの機会に農地がいま書かれています

ように、必要性・緊急性はないとの見解もありというこういう表現されて、自分では受け

止めちゃったんだけれども、やはりこれは個々にどうしたら災害から身を守るかというこ

とをやはり周知させていかなきゃならない。それは、あなた達の仕事だと思うし、特に総

務課を中心として消防、それから健康管理センター、先ほど言いましたよね、認知度の問

題だとか介護度の問題もあるから、それからやはり建設水道課、町民課、そういうような

部分でここは質問ですよ。部分では、あなた達として総務課が先になって、そしておそら

くそれらの人達との連携については、議論されているのかどうなのか、その辺ちょっと確

認させてください。

安齋委員長 幅崎課長。

幅崎総務課長 部署ごとの役割というような意味合いの質問かというふうに受け止めてい

たんですけれども、うちの防災計画にあるとおり、どういった種類の災害でどんな時に起

きた場合、どんな行動をとるかというのは、職員の防災のマニュアルがありますので、そ

れに則った役割をすることになっております。ただ、そう言いながらも先ほどから申し上

げているとおり、例えばイベントが行われた時に起こった場合の災害だとか、役割どおり

に動けないこともありますので、そういった部分については臨機応変にきちんとした、そ

の時点に応じた行動をしております。

また、先ほどからいろんなかたから意見を出されていますけれども、実際ほかの町内会

さんでも後ずさりしているわけではなくて、前向きに取り組んでくれて、この間の聞き取

りでも実際に救わなければならない人は何人ぐらいいますかと言うと、町内会会長さん明

確に全てではないですけれども、誰と誰と誰というふうに名前があがって、そういった救

わなければならない人の把握もされていますので、それを名簿だとかに落とし込んでいく

作業を手伝いながら、少しずつ浸透させていきたいというふうに考えておりますので、皆

さんほかの議員さんについても同じような意見をお持ちかと思いますけれども、そういっ

た取り組みを行政で継続していきたいと考えております。

安齋委員長 東出委員。

東出委員 そうするとだいたいいま話を聞いていれば、その時その時臨機応変に対応して

いるという認識は持っているんだろうけれども、ただその中でそうすると、一例を挙げれ

ば先ほど話に出てきた認知度の問題だとか、それから介護度の問題もあって、個人情報保

護をやはりしなきゃならない部分では、出されないものもあるわけですよね、そうですよ

ね。だから、そんなのも含めた時にじゃあ我々町内会を持っていれば、この人は頼むぞと

いう話はしているんですけれども、なかなかやはり個人情報の関係からいったりするとど

うも難しいのかなというある反面、そういう障がい者の場合はどのような扱いになってい

きますか。

安齋委員長 幅崎課長。

幅崎総務課長 そういった要支援者の名簿につきましては、行政側から事前にお出しする

ことはできないんですが、実際に町内会の皆さんと意見交換をさせてもらっている中では、
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ほぼ把握されているというふうに、むしろ行政側の情報よりも詳しいかたがほとんどです

ので、あまり名簿の提供云々に関しては、そこまで心配はしていないです。ただ、完璧と

は言えないのでそういった部分は法で許す限り、協力していきたいというふうに考えてお

ります。

安齋委員長 ほか。

（「なし」と呼ぶ声あり）

安齋委員長 いろんな意見が出ましたが、防災というのは初動が一番大事なところです。

だから、そういう組織がないところについてもやはり各個人の意識向上というところで、

やはり基本的には自分の命は自分で守る、そのためにはどうしなきゃならないかっていう

のをちゃんと指導していくというのが大事なのかなと思います。あとは、その地域にあっ

たやり方がそれぞれあると思いますので、そういうものをちゃんと模索して指導していっ

ていただくようにしていけばいいんじゃないのかなというふうに私は思いました。強制で

はないというところで難しい面はあるとは思いますけれども、やはり町民の命を守ってい

くためには、行政の力が非常に大事なところです。ぜひお願いしたいというふうに思いま

す。

ここで、暫時、休憩をいたします。

休憩 午前 10 時 41 分

再開 午前 10 時 50 分

・ＤＸ推進のためのデジタル人材活用事業について

安齋委員長 休憩を解き、会議を再開いたします。

それでは次、ＤＸ推進の関係について、説明をお願いします。

幅崎課長。

幅崎総務課長 2 点目でございます。ＤＸ推進のためのデジタル人材活用事業についてと

いうことで、資料の 3ページをお開きください。

まず（1）番、ＣＤＯ補佐官の氏名、就任日等でございます。

氏名につきましては、美馬義亮、就任日につきましては昨年令和 5 年の 6 月 1 日付けで

ございます。このＣＤＯ補佐官につきましては、総務省デジタル庁のほうで全国でＤＸを

進めるために特別交付税を活用した新たな制度ということで、ＣＩＯ補佐官と外部人材任

用制度、こちらを使っておりまして、一定の費用に対する特別交付税措置がございます。

ＣＤＯとＣＩＯの用語説明につきましては、米印に記載のとおりでございます。

（2）番、このＣＤＯ補佐官の職務内容についてですが、当町で採用する場合にＣＤＯ補

佐官の設置要綱というものを定めております。

その設置要綱の第 2 条に掲げる項目としましては、5 点ございまして、行政及び地域の

デジタル化の方針、計画立案及び進捗管理に関すること。情報化施策及び情報セキュリテ

ィ対策の方針及び立案に関すること。デジタル技術を活用した業務改革の推進に関するこ

と。官民共創の推進に関すること。その他町長が指示すること。ということで、要綱上に

5 点明記されておりますが、実際の業務内容がどういうことかと言いますと、（3）番にい



- 15 -

まやっていただいている業務の内容を 7点ほど上げてございます。

ＤＸに関する調査、計画策定支援等、役場庁内のニーズ調査、これは採用時から現在も

継続して行っていただいております。他自治体の先進事例の情報収集及び当町での導入適

否の検討、また職員向けのＩＴ研修の実施、昨年 12 月から毎月実施しております。

デジタル技術グーグルフォームを活用したＤＸ関連のアンケート調査を行っております。

また、庁内のＩＴ関連の相談、助言等については随時、公民館のほうにＣＤＯ補佐官室

を設けておりますので、そちらのほうに相談して助言等をいただいております。

また、ことしの 1 月 4 日にホームページ上でＤＸに関するパブリックコメントの関連作

業、これもお手伝いしております。

（4）番、教育分野に関する業務内容ということで、先ほど申し上げたのは町全般に関す

る、どちらかと言うと行政職の強い内容なんですが、教育分野のほうでもデジラボという

ことで、現在試験的運用をしておりまして、内容につきましては小中学校の児童生徒達に

対して、ＣＤＯ補佐官室に子どもたちを招いて、タイピングだとかプログラミングなどの

毎週 3 時間を講習を実施しております。かなり好評なようで、毎回 10 名から 20 名ほどが

参加されておりまして、昨年秋から現在も継続してございます。

次に、生成ＡＩに関する授業補助ということで、学校の教員がＩＴ関係にそこまで長け

ていない場合もありますので、ＩＴ支援員とともに美馬ＣＤＯ補佐官が授業の補助を行っ

ております。

また、小中学校へのプログラミング教育の指導補助も同じくＩＴ支援員と一緒に実施し

ております。こちらにつきましては、昨年の 11 月から来月 2 月までを予定しております。

（5）番、その他でございます。

先日、行われました北海道のプログラミングコンテスト、これを木古内町ではじめて開

催することができまして、審査委員長には美馬さんがなっていただいております。かなり

好評で、テレビ等でも取り上げられておりました。

もう 1 点、中学校の授業補助、これはＣＤＯ補佐官の業務と直接関係はないんですが、

美馬先生が未来大学に勤められて、数学の教師の資格を持っているということで、中学校

の数学の授業のそちらの補助もやっていただいております。これは、あくまで参考でござ

います。以上でございます。よろしくお願いします。

安齋委員長 説明が終わりました。なにかございますか。

廣瀬委員。

廣瀬委員 廣瀬です。

昨年の 6 月から美馬教授って言うんですかＣＤＯ補佐官が就任されまして、ＤＸに対し

て様々な取り組みを行ってきているところでございます。教育分野に関しては、目に見え

る部分だとか聞いてわかる部分でちょっと浸透して進んでいる感があるんです。

1 点聞きたいのが、これを取り入れることによって行政の効率化を図るという部分もあ

ったと思うんです。現在、これによって職員の就業時間の短縮だとかそういう部分という

のは、どう感じられているのか。もし具体的にわかるような説明できるようなことがあっ

たら説明してもらいたいなと思っています。

また、それに向けて具体的な数字目標とかというのは策定しているのかも含めてお願い

いたします。
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安齋委員長 幅崎課長。

幅崎総務課長 廣瀬委員のお尋ねですが、行政の効率化がこのＤＸによって図られている

かということで、まだ実績としてはありませんが、いま先ほど説明させていただいたとお

り、各課の様々なニーズ調査であったり、課題等洗い出しをしております。ほかの自治体

でも行われているのがＲＰＴと言いましていまの普段の業務、事務的な業務の中でよく言

われるのがルーチングワーク、提携作業だとか誰がやっても同じような処理で進めるもの

については、ＡＩの力を借りて、人間がやらなくてもいいだろうということで、大量に反

復するような単純業務については、どんどんどんどん置き換えていくという研究をしてお

ります。うちの町では、まだどの程度効果が見えるかというのは、実証されていないわけ

ですが、今後調査を進めていく中で実施する予定でございます。

それが可能になればその部分について、職員の負担、勤務就労時間が減るものというふ

うに考えております。

また、行政側のサービスだけではなくて町民に向けてのサービスも今後どんなことがで

きるか検討していく予定ですので、行政と町民ともにより良いデジタルの活用がなされて

いくというふうに考えてございます。

安齋委員長 廣瀬委員。

廣瀬委員 これからということだと思うんですけれども、いまいろんな世の中、個人情報

だとかあらゆる言った言わないの証拠だとかっていうの多々あると思うんです、いろんな

契約行為の中で。行政職員のかたも上級官庁との付き合いの中で、メール等々のやり取り

等はあると思うんですけれども、それに関してのエビデンスの残し方という部分に関して

もＤＸを取り入れたものを活用しているんでしょうか。

安齋委員長 幅崎課長。

幅崎総務課長 1 点質問内容の確認なんですが、一つ目は個人情報の関係ともう 1 点、「エ

ビデンス」というような言葉を使われましたけれども、なにか証拠を残すようなそれはど

の部分に対して。いまこの資料の中にもありますが、職員向けのＩＴ研修を行っておりま

す。きのう、ちょうど研修日だったんですが、管理職向けにセキュリティ関係の研修を行

っております。それの前には全職員向けの同じ研修も行っているんですが、その中でうち

のいまのセキュリティの対策が十分かというようなことも検証されて今後、不足あるいは

不備があるのであれば改善していこうというふうに指導を受けております。

また、契約関係のエビデンス云々に関しては、いまいろんな国税庁のほうで改革を進め

ていますインボイスだとかそういったことも含めて、契約書をたまにテレビのＣＭ等で見

たことあるかもしれないんですけれども、契約書を紙で残すのではなくて今後、電子に変

わっていくよということで、うちが主導で独自に進めるものではなくて、国のいろんな様

々な改革にあわせてうちも不足のないように対応していく予定でございます。

また今後、美馬先生のほうで様々な他自治体の先進事例を調査する中で、そういったい

ま廣瀬委員さんからお尋ねがあったようなより電子化、契約以外も含めてなにか電子化で

きるようなものがあれば積極的に導入していきたいというふうに考えております。

安齋委員長 ほか。

吉田委員。

吉田委員 2 点ほどお願いします。
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（4）番目の生成ＡＩに関する授業補助ＩＴ支援員、何々先生の時間だと先ほど言ってい

ましたけれども、学校の先生って 2・3 年、下手したら 4・5 年で転勤になりますよね。そ

うしたら常に、やはり次の先生ってまた慣れない人が来る可能性もあると。継続的にやっ

ていく必要性があるので、こういうのは一番大事なのかなとは思っています。

あとその他の一番最後なんですけれども、中学校の授業補助ってありますよね。確かに

未来大学の先生やっていたので、授業の 1 回・3 時間っていう授業の中で、中学校先生足

りない部分なのか、美馬先生ではできない部分の数学の授業なのか、ここら辺がちょっと

どういうふうになっているのかもう少し詳しく教えていただきたいなと思います。まず 2

点、その辺わかり得る範囲内で説明をお願いします。

安齋委員長 幅崎課長。

幅崎総務課長 吉田委員の 2点のお尋ねでございます。

まず生成ＡＩの関係なんですが、先生が転勤多いことで不慣れな先生が来た時に、その

都度いろんな支援が必要ではないかというようなお尋ねなんですが、実際には先生の力量

にかなり差があって、元々そういったことに長けている先生もいればちょっと不得手だと

いう先生もいるということを伺っております。このＤＸに関しましては、いまはまだ 2・3

年しか経過していないので、そういった不慣れな先生多いかと思うんですが、ここ何年か

の間にＤＸあるいはＩＴ教育が学校の指導書にも載ってきていますので、不慣れな先生っ

ていうのはそんなに今後出てこないんじゃないかなというふうに思っております。ただ先

ほど言ったとおり、やはり力量の差がありますので、そういった部分につきましては、今

後もＩＴ支援員とあわせて教育のほうで支援していきたいというふうに伺っております。

また、（5）のその他に記載されております中学校の授業補助に関して質問なんですが、

ここ説明にもさせてもらったとおり、直接ＣＤＯ補佐官の業務ではないんですが、教育現

場のほうで中学校の数学の先生が実力不足だとかそういうことはなくして、やはり皆さん

もご承知のとおり、1 人で 10 人に教えるのと 2 人で 5 人ずつに教えるのこれだいぶ少人数

制だとより習熟度が上がりますので、そういったせっかくの技量を持った先生なのでとい

うことで、支援しているということを伺っております。決していまの先生が不十分だとい

いうことではございません。

安齋委員長 ほかございますか。

（「なし」と呼ぶ声あり）

・火災警報器の周知状況について

安齋委員長 なければ次、火災警報器の周知状況についてお願いします。

幅崎課長。

幅崎総務課長 3 番目の火災警報器の周知状況についてでございます。

この件に関しましては、昨年の 3 月に竹田委員から一般質問も受けて、そのあとの動き

を重点的に資料として載せさせていただきました。

（1）番の周知（啓発）状況でございます。

令和 5 年の 4 月号の広報誌で、まず一般質問を受けてすぐ広報誌に掲載して、周知をし

ております。
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また、新栄町の町内会だとか一昨日港町町内会が総会がありましたが、そこの場だとか

チラシを配布した上で、役場のほうから口頭で説明を行って周知をしております。

また、3点目です。

町内公共施設 11 箇所と大型店、イエローグローブさんだとかコープさんだとかに国が作

成したポスターなんですが、掲示をして町民のかたに周知をしております。

また、消防さんのほうで毎年度（2）番の表の中にあるとおり、調査地区ごとに指導をし

て回る時にパンフレットを配布して周知を促しているというふうに確認をしております。

その（2）番の年度別集計結果につきましては、表に記載のとおり平成 25 年から令和 5

年まで記載してございます。見方の説明をさせていただくと右から 2 列目、住警器設置率

ここにパーセンテージ載っておりますが、表内部の青色で網掛けをした部分、在宅件数こ

こどうしても調査をしても署員が何回伺ってもやはり不在だというところもあるので、実

際に調査件数の分母から話をできたのがこの在宅件数ということで、ご理解ください。

この在宅件数に対して、その 3 列隣です。青色の網掛けのところの住警器設置と一部設

置、これを足したものを割り返したものが住警器の設置率ということで、実際に直接話が

できていないところについては、付いているのか付いていないのか確認できていない部分

もあるということをご承知おきください。

表の黄色で網掛けしているところになります。令和 5 年度は釜谷地区を対象に行政とし

て行っているのではなくて、消防署のほうでやっているということで、ご理解願います。

調査件数が 88 件に対して、在宅が 66 件、不在が 17 件でございます。

住警器設置については 33 件で、一部設置が 10 件、率については 65.2 ％ということで、

全ての町内を毎年毎年調査は物理的に難しいので、地区ごとに分けているんですが、比較

としまして表のすぐ下に前回との比較という部分を載せております。

前回は、平成 27 年度に実施しておりまして、同じく在宅件数と設置の率を見ていただく

と 59.5 ％と率を見ていただければ若干釜谷地区については上昇しているというふう受け止

めてください。

町内全体の設置率につきましては、赤色で網掛けしている部分になります。61.3 ％でご

ざいます。

（3）番、今後の対応等でございます。

消防署員が未設置家屋に対しまして、法的義務と機器がいまかなり安価で 2,000 円・3,0

00 円で購入できますということなどを説明して、設置と更新を促しております。

今後も継続して設置の促進に努めさせていただきます。

町としても消防署を支援して継続的に周知啓発のほう、先ほど説明させてもらったよう

な人の集まる場所での口頭での説明、あるいは広報等の媒体を利用した周知啓発に努めて

いく考えでございます。以上です。

安齋委員長 説明が終わりました。

こちらの火災警報器の設置については、消防署が行っているものであり、町として予算

が付いてなにかをしているものではなく、周知について協力をしているというところでご

ざいます。ただやはり、設置しているところしていないところの差でいけば設置してある

ほうが当然人命を守るという観点からいくと非常に大事なところなので、町も協力してや

っているというところでございます。それで、いま説明してもらったとおり徐々にではあ
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るけれども、増えていっているような状況であるかというふうに思います。

皆さんのほうでなにかここ聞いておきたいなというものがありましたら、どうぞ。

竹田副委員長。

竹田副委員長 消防での調査の中では、数字的にはわかります。だけれども前回、この火

災警報器の関係で一般質問をした時に、この警報器も 10 年で更新しなきゃならないってい

う一つの時限。それと、町長の確かあの時の答弁で実態調査っていうか把握については、

町内会等の協力も得ながら取り組んでいきたいって確か答えていたような受け止めていま

す。これは、消防だけでなく地域のやはり連携っていうかそれをとらなきゃならないのか

な。できるだけ火災で不慮の事故に遭わないための一つの手段とすれば、消化器をあわせ

て大変重要な部分だと思っています。一般質問の中では警報器の町としての助成について

も検討できないかというようなことも議論しましたけれども、縷々いろんな諸般の事情等

もあって今日的になっているわけですけれども、その辺町内会との連携含めて、消防任せ

でなくやはりそういう把握をすべきかっていうふうに思うんですけれども、その辺行政と

してはどうですか。

安齋委員長 幅崎課長。

幅崎総務課長 行政のほうでどんな支援ができるかというのは、先ほど申し上げた周知啓

発のほかに一般質問の中でやり取りがあったのは、実際に例えば機械が高価で買えないと

いう人っていうのはそんなにいないんです。実際にはやはり面倒がっているというような

かたが多いようで、なので例えば物は安く買えるんですけれども、天井に設置するのが大

変だとかっていう声があれば積極的に消防署員はもちろんのこと、消防団あるいは役場の

職員も協力しますよというそういう金銭的な支援ではなくて、いろんな金銭以外の支援を

したいというふうにやり取りをさせてもらいました。先ほど町内会云々という話が出まし

たけれども、町長の答弁の中で町内会の支援を得ながらというようなちょっと回答があっ

たかどうかというのは私記憶が定かじゃないです。ただ、なかったとしてもそういった協

力が得られるのであれば積極的に協力いただきたいなというふうに考えているので、今後

先ほどから出ています自主防災組織の結成とあわせて、行政のほうで意見交換をする機会

があればその辺も触れていきたいなというふうに考えております。

安齋委員長 ほかございますか。

新井田委員。

新井田委員 ちょっと聞きたいんですけれども、この資料で平成 25 年バラツキ当然あるん

ですけれども、令和 2 年・令和 3 年とかってあるんですけれども、結構間隔が非常にラン

ダムで、尚且つやっているところとやっていないところ、例えば本町、平成 31 年・令和 1

年、これ本町やっていて、尚且つ令和 3 年にもやっていますよね。これってなんかほかが

1 回ぽっきりだとかあるんだけれども、これって不公平感を感ずるんだけれども、やはり

先ほど言ったように町内会対応を巻き込むとか、行政周知がとってもちょっと乱れている

と言えば変だけれども、そんなふうに感ずるんだけれども、なんか訳があるんでしょうか。

聞きたいです。

安齋委員長 幅崎課長。

幅崎総務課長 この資料につきましては、行政のほうから消防署のほうにお願いして数字

を聞き取りしてまとめたものでございます。新井田委員おっしゃるとおり、年度が飛んで
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いるというのは 25・26 の次の 27 が表外にあえて今回釜谷地区を比較するために外だしし

たということで、そのズレがございます。

もう 1 点、本町地区 2 か年にまたがっているのは、範囲が広くて 1 年では回りきれなか

ったので、次年度に回したと。次年度にはコロナ対策のために回れなかったので、令和 3

年度に実施したということで、2 回同じ地区を回ったわけではないということでご理解願

いたいと思います。

安齋委員長 新井田委員。

新井田委員 理解しました。この周知なんですけれども、参考になるかならないか別とし

ても私どもの地区でも女性部という部分がありまして、自治会で。こういう部分、火災報

知器の部分だとか一見やはり皆さんの生命・財産に関わる部分だとか、あるいは健康上の

部分だとかっていうのは、なるべく地区で広報に載っていてもそれを取り上げながら再周

知をするというふうに心がけてはいるんです。ですから、そういう部分でいけば行政の考

えもあるいは消防の考えもあるんだろうけれども、やはりこういうのっていうのは間隔っ

ていうかなんていうか周知方法がまず第一で、実施だとかなんとかっていうのは個々の考

えもあるんだろうけれども、そういう部分をまずやはり重点的なことだと思うんです。だ

から、まずそういう部分をさらに心がけてもらえればなとそんなふうに感じました。いい

です。

安齋委員長 ほかありますか。

（「なし」と呼ぶ声あり）

安齋委員長 なければ、総務課の調査案件についてはこれで全てということになりますの

で、終了したいと思います。

総務課の皆さん、どうもお疲れ様でした。

暫時、休憩をいたします。

休憩 午前 11 時 17 分

再開 午前 11 時 18 分

３．その他

＜議会事務局＞

・木古内町議会議員の請負の状況の公表に関する条例制定について

安齋委員長 休憩を解き、会議を再開いたします。

それでは、その他の事項ということで、議会事務局のほうから報告がございますので、

お願いいたします。

片桐局長。

片桐議会事務局長 それでは、今回の 3 月の定例会におきまして、新たに条例を制定させ

ていただきます。新たな条例の名称については、木古内町議会議員の請負の状況の公表に

関する条例ということで、制定理由なんですけれども、自治法の改正する法律が令和 5 年

の 3 月に施行されました。これは、各会計年度において支払を受ける請負、こちら委託、

あるいは物品の購入、こういったものが対象になりますが、これの対価の総額が地方公共
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団体の議会の適正な運営の確保のための環境整備を図る観点から、政令で定める額、上限

が 300 万になっています。これを超えない者を議員個人による請負に関する規制の対象か

ら除くことになりました。これによりまして、木古内の議会議員と町との間の自治法第 92

条の 2に規定する請負の状況を公表することなどにより、請負の状況を透明性を確保する、

もって議会の運営の公正、事務の執行の適正を図ることを目的としまして今回、条例及び

施行規程を制定いたすものでございます。

条例の詳しい内容については、福田主査のほうから説明を行いますので、よろしくお願

いいたします。

安齋委員長 福田主査。

福田主査 それでは、私のほうから説明をさせていただきます。

まず、条例の趣旨なんですが、いま事務局長が申し上げたとおり、これまで地方自治法

第 92 条に定めたところによりますと、自治体からの請負については、地方議員については、

一切禁止をされていたというところでございますが、近年の議員のなり手不足等にこれら

を踏まえた中で、議長会等の働きかけ等もあり、この自治法を改正して 300 万円未満であ

れば請負は可能と、議員になれるというふうに法律が改正されたということでございます。

条例の内容ですが、第 1条につきましては、目的を記載してございます。

これは、300 万円までの請負を可能にするということで、請負の状況の透明性を確保し

て、議会の公正性を高めるということが目的でございます。

第 2条につきましては、報告の内容等について定めてございます。

それから、第 3 条はその報告の作成及び公表ということで、請求があった場合は公表す

るということを定めております。

第 4 条につきましては、報告書の保存、それから閲覧ということで、閲覧の申し出があ

ればこれに応ずるということでございます。

この条例につきましては、公布の日から施行し、本年 4 月 1 日にはじまる会計年度にお

ける請負から適用するということとしてございます。

それから次のページ、施行規程でございますが、こちらにつきましては条例で言ってい

るものの詳細の定め、それから各種様式について、記載をしてございます。以上でござい

ます。

安齋委員長 いま、条例制定についての説明がありました。

なにか質問ございますか。

相澤委員。

相澤委員 条例のほう趣旨説明にあった 300 万っていう金額、これは載ってこないのかな。

安齋委員長 福田主査。

福田主査 これにつきましては、地方自治法の施行令こちらのほうに 300 万というのが規

定されておりますので、それに則ると。第 1 条の 2 行目、地方自治法第 92 条の 2 に規定す

る請負の部分なんですが、これが自治法及び施行令これを包含するという理解になります。

安齋委員長 ここで謳っているからそれを見れば 300 万ということが書いてあるから、そ

う理解してくださいということになります。

ほかございますか。

（「なし」と呼ぶ声あり）
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安齋委員長 それでは、この条例制定については 3 月の定例会で上程するという形になり

ますが、まだ誰が上程するかっていうような内容については、次回の総務・経済常任委員

会、2 月 21 日のほうで決めたいと考えているということですので、よろしくお願いいたし

ます。

それでは、きょうの調査関係については、全て終了いたしましたので、会議のほうを閉

じたいと思います。

以上をもちまして、第 8回総務・経済常任委員会を終了いたします。

どうもお疲れ様でございました。

説明員：羽沢副町長、幅崎総務課長、佐藤（利）主査、工藤主査、阿部税務課長

山下主査、渡辺主事

【傍聴（議会モニター）】

苅部礼司、後藤美津江、松䑓祐吉、舘政俊春

【報道】

（函新）今井支局長

総務・経済常任委員会

委員長 安 齋 彰


